
く政府関係文書・判例に見る介護保険と障害福祉施策の関係＞※中略は ・ ・ ・ て表記

〇（障害者）の心身の状況やサー ビス利用を必要とする理由は多様で… あることから…、一律に当該
介護保険サー ビスを俊先的に利用するものとはしないこととする。 （通知「自立支援給付と介護保
険制度との適用関係等について」）

0原告・弁護団からは、利用者負担の在り方等に関して以下の指摘がされた。 …介護保険優先（障害
者自立支援法第7条）を廃止し、障害の特性に配慮した選択制等の導入を図ること。 （障害者総合
支援法違憲訴訟原告団 ・ 弁護団と国（厚生労働省）との基本合意文書）

0障害者総合福祉法は、障害者等が等しく基本的人権を享有する個人として、障害の種別と程度に関
わりなく日常生活及び社会生活において障害者のニ ーズに基づく必要な支援を保障するものであり、
介護保険法とはおのずと法の目的や性格を異にするものである。この違いを踏まえ、それぞれが別
個の法体系として制度設計されるべきである。介護保険対象年齢となった後でも、従来から受けて
いた支援を原則として継続して受けることができるものとする。 （障害者総合福祉法の骨格に関す
る総合福祉部会の骨格提言）

0自立支援法7条は、自立支援給付と介護保険給付等の二重給付を回避するための規定であって…裁
量処分とすることが相当 …。介護保険給付を利用可能な障害者が、その申請をしない場合に …自立
支援給付の不支給決定をすることについても… 市町村の合理的裁量にゆだねられている。 （問山 ・

浅田訴訟高裁確定判決 2018年12月13日）

上の諸文書はすべて、 今日においても効力を及ぼすものです。 介護保険と障害福
祉施策の関係は、 これらの視点をふまえて市町村において対応されるべきであり、
一律に介護保険が優先されることがあってはなりません。

65歳となり介護保険の申請をすませた方の課題

すでに介護保険の申請を行った人に対しては、 介護保険だけでは不足してし 
まうサ ー ビス植・内容を、 市町村が障害者施策から上乗せするなどして補うこ 
とになっています。 しかし介護度や障害支援区分などを理由として、 上乗せを 
拒否したり、 量や内容に制約をかける市町村も少なくありません。 こうした姿
勢を改めさせていくことが大切な課題となっています。

下の文章を参考に要望脅を作成して市町村に改善を求めていきましょう。

〇介護保険だけでは不足してしまうサー ビス量・内容を、 市町村が障害者施策 
から上乗せするなどして補うこと。 その際、 介護度や障害支援区分によって上 
乗せの可否を判断したり上乗せ置・内容を制約せず、 一人ひとりのくらしに必 
要な支援置・内容の確保を図ること。

障害者施策に関するご相談は、 下記連絡先でもお受けしています

○京都障害児者の生活と権利を守る連絡会

TEL：075-465-4310 / E-mail：info@fukushi-hiroba.com

○きょうされん京都支部

TEL：075-323-5321 / E-mail：kyoto@kyosaren.or.jp

障害福批サー ビスを使ってきだみなさん

65歳を耀えた畠とも
介護偉陰を申請L,ない

という選IRI皇も畠ります

介護保険を申請すると …

0障害福祉サ ー ビスに相当する支援は介護保険が優先します

0介護保険サ ー ビス利用には1割の利用者負担が発生します

0使い慣れた障害福祉サ ー ビスが中断してしまう心配が生じます

0維持期の疾患別医療リハビリは介護保険サ ー ビスに切りかわります

介護保険は申請することで制度サ ー ビスの利用がスタ ー トします。
この仕組みを「申請主義」※といいます。 申請しなければ何もはじま
りません。 現在の障害福祉サ ー ビスの継続を希望する場合は「申請
しない」という選択肢もあることを知ってください。

※ここでいう申請とは、 要介護認定の申請のことです。 介護保険は一定の年齢要件に該当すると自動的に被保険者としての資

格を持ちますが、 介護保険のサー ビスを利用するためには、 市町村に対して要介護認定の申請を行わなければなりません。

京 都 社 会 保 障 推 進 協 議 会
〒604-8854  京都市中京区壬生仙念町30-2⁷

ꜝⱲכꜟ京都6階ה京都医労連内

TEL 075-801-8002   FAX 075-811-6170 

E-mail：shahokyo@labor.or.jp 






